
Ⅰ．設⽴団体の基礎データ Ⅱ．公⽴化の経緯、公⽴化に際しての設⽴団体における財政負担等

Ⅲ．公⽴化後の設⽴団体の財政上の影響

（単位：億円、％）

※１ 「歳出全体の決算額」は普通会計ベースの歳出決算額の総額

Ⅳ．今後の設⽴団体への財政上の影響の⾒通し及び設⽴団体の対応⽅針

⼈⼝

R2年国調 60,326 ⼈ 区分 住⺠基本台帳⼈⼝

⼤学名 設置団体 公⽴化時期
⼭陽⼩野⽥市⽴⼭⼝東京理科⼤学 ⼭⼝県⼭陽⼩野⽥市 平成28年４⽉

公⽴化の経緯

 ⼭⼝東京理科⼤学は、⼭⼝県、⼩野⽥市（現：⼭陽⼩野⽥市）及び宇部市から理⼯系⼤学設置の強い要請を受けて、昭和６２年４⽉に東京理科⼤学⼭⼝
短期⼤学としてスタートし、平成７年４⽉に４年制⼤学へ改組転換して基礎⼯学部（現：⼯学部）１学部体制で発⾜したが、慢性的な⼊学者の定員割れが
続き、⼊学者の安定的な確保に向けての様々な取組がなされてきた。
 しかし、依然としてこのような状況が続いたことから、この事態を打開するために、本市において⼭⼝東京理科⼤学の公⽴⼤学法⼈化について検討を
⾏った結果、公⽴⼤学法⼈化後に薬学部を設置することで学校法⼈東京理科⼤学と合意し、平成２６年１２⽉２６⽇に「⼭⼝東京理科⼤学の公⽴⼤学法⼈
への移管に関する基本協定書」に調印し、平成２８年４⽉の設⽴を⽬指すこととした。

H27年国調 62,671 ⼈ R5.1.1 60,209 ⼈

増減率 -3.7 % R4.1.1 60,856 ⼈

議会に対し、設置団体における財政上の負担をシミュレーションし、具体的な数値を⽤いて説明した。⾯積 133.09 ㎢

⼈⼝密度 453 ⼈ 産業構造

増減率 -1.1 %
公⽴化に際しての
住⺠・議会等への

説明

区分 R2年国調 H27年国調 公⽴化に際しての
住⺠・議会等からの

意⾒
定員を満たせず、⾚字経営となっていた⼤学を公⽴化することにより、市への影響はないか。標準財政規模 188.2 億

円 第１次
812 ⼈ 912 ⼈

財政⼒指数 0.56 2.9 % 3.3 %

無 （「有」の場合）
具体的な内容

※１ 地⽅公共団体の標準的な状態で通常収
⼊されるであろう経常的⼀般財源の規模を⽰
すもので、標準税収⼊額等に普通交付税を加
算した額（令和４年度決算）

32.4 % 32.5 %
第２次

8,866 ⼈ 9,005 ⼈ 公⽴化に際しての
新たな財政負担
（現物出資を除

く。）
公⽴化に際しての
設⽴団体による
施設の修繕等

無 （「有」の場合）
具体的な内容64.7 % 64.2 %

※２ 各年度における普通交付税の算定に⽤
いた基準財政収⼊額を基準財政需要額で除し
て得た数値（令和２年度から令和４年度まで
の３年度の平均）

第３次
17,724 ⼈ 17,819 ⼈

公⽴化前年度 公⽴化初年度 公⽴化２年⽬ 公⽴化３年⽬ 公⽴化4年⽬ 公⽴化６年⽬ 公⽴化7年⽬
H27 H28 H29 H30 R1 R3R2

公⽴化５年⽬

0 0 0 0

R4

運営費交付⾦決算額 0 7.7 15.5 15.4 15.4

0 0 0

16.5 16.2

0

施設整備費等 0 0 0 0

（参考）派遣職員数
（⼤学が⼈件費を負担するものを含む。）

0 2 0 0 1 0

派遣職員⼈件費

17.3 19.115.4

歳出全体の決算額 263.5 311.1 317.8 312.6

運営費交付⾦等計 0 7.7 15.5 15.4

0 0.8 2.9

5.389 6.0085.064

経常収⽀⽐率 92.1 91.3 90.3 91.8

運営費交付⾦決算額等の歳出全体
の決算額に占める割合 0 2.479 4.862 4.936

95.695.2 89.5 95.9
健
全
化
判
断
⽐
率

実質⾚字⽐率 - - - -

連結実質⾚字⽐率 - - -

実質公債費⽐率 11.6 10.1 9.8 8.9 8.1 7.8

- - - -

今後の設⽴団体への
財政上の影響⾒通し
及び設⽴団体の対応

⽅針

 平成３０年に薬学部の設置を計画していたことから、平成２８年の公⽴化後には薬学部設置に向けて教員のリクルートや校舎等の施設整備に取り組んでいま
す。新たな学部の設置ということで公⽴⼤学の運営に係る経費（⼈件費、管理費等）も今後しばらくの間は増えていくことから、運営費交付⾦の交付額も今後、
増額していくものと考えています。
 このような中、運営費交付⾦の財源である普通交付税の費⽤単価が年々削減され、厳しくなってきていることから、健全かつ効率的・効果的な⼤学運営が⾏え
るよう、公⽴⼤学法⼈とはより⼀層密な連携を図っていかなければならないと考えています。

- - -

将来負担⽐率 60.3 52.6 70.8 74.0 69.1 54.1 43.7

304.1 321.0 317.9

-

-

7.9

58.6

15.9

0

1

0.8

16.7

355.1

4.703

8.9

※１

60.3 52.6
70.8 74.0 69.1

58.6 54.1
43.7

37.3 33.1 31.3 25.3 25.5 25.1 18.0 12.70.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

400.0

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

将来負担⽐率

将来負担⽐率 類似団体

早期健全化基準（400.0）（％）

11.6
10.1

9.8 8.9 8.1
7.9 7.8

8.9

7.8 7.5 7.2 6.9 6.6
6.4

6.6 6.6

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

実質公債費⽐率

実質公債費⽐率 類似団体

早期健全化基準（25.0）

（％）

0.000

1.000

2.000

3.000

4.000

5.000

6.000

7.000

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

運営費交付⾦等の推移・歳出全体額に対する割合

施設整備費等
派遣職員⼈件費
運営費交付⾦決算額
運営費交付⾦決算額等の歳出全体の決算額に占める割合

（億円） （％）

財政再⽣基準（35.0）

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ（Ａ〜

Ｅ

Ｄ／Ｅ

（左⽬盛り）

（右⽬盛り）

0.00

3.00

6.00

9.00

12.00

15.00

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

H27 H28 H29 H30 R1 R2

実質⾚字⽐率（左軸）・連結実質⾚字⽐率（右軸）
（％）

財政再⽣基準（15.00）（右軸）

早期健全化基準（8.75）（右軸）

（％）
財政再⽣基準（5.00）（左軸）

⾚字額なし

早期健全化基準（3.75）（左軸）

92.1
91.3

90.3 91.8 95.2

95.6

89.5

95.9

88.7

91.2
91.6 91.4

92.0 91.8

87.30

91.00

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

経常収⽀⽐率

経常収⽀⽐率 類似団体

（％）

※１

※２


